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基本方針と多文化共生施策の方向性 

（第３期宮城県多文化共生社会推進計画より） 

 

【参考１】多文化共生社会の定義（条例第２条関係） 

 「多文化共生社会」とは、国籍、民族等の異なる人々が、互いに、文化的背景等の違い

を認め、及び人権を尊重し、地域社会の対等な構成員として共に生きる社会をいう。 

 

【参考２】議会への報告等（条例第２１条関係） 

知事は、毎年度、多文化共生社会の形成の推進に関して講じた施策を県議会に報告する

とともに、公表するものとする。 
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１ 令和５年度に講じた多文化共生施策 
 

（１）「意識の壁」の解消                            

  

 

 

 

① 多文化共生シンポジウム事業（事業費：２５５,１１０円） 

目 的：公設日本語学校を開設予定である大崎市と共催でシンポジウムを開催すること

により、地域の多文化共生に関する意識の醸成及び日本語学校に通う留学生の

受入に対する意識の向上を図る 

テ ー マ：「日本語学校を核とした地域の多文化共生」 

   日   時：令和５年１１月１９日（日） 午後２時から午後４時まで 

   場   所：大崎市役所 

   来 場 者 数：１０７名 

   プログラム 

    ■基調講演：前写真文化首都「写真の町」東川町長 

現学校法人北工学園 企画コーディネーター 松岡 市郎 氏 

         「東川日本語学校から広がる交流の輪」 

    ■パネルディスカッション: 

      ・コーディネーター 国立大学法人東北大学 高度教養教育・学生支援機構 澤邉 裕子 氏 

   ・パネリスト    (公財)宮城県国際化協会 総括マネージャー 大泉 貴広 氏 

                        西古川地区振興協議会 会長 鬼沢 和雄 氏 

                        おおさき日本語教室 代表 鈴木 裕子 氏 

                        韓国釜山出身 介護福祉士 松本 京子 氏 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

【事業の取組方針】 

「意識の壁」の解消に向け、広く基本理念の普及・啓発を行い、県民や関係機関等との推進

体制の整備を図る。 

（ポスター） （上段：基調講演、下段：パネルディスカッション） 
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②  啓発ツール作成事業（事業費：５８６,０８０円） 

ア 防災ハンドブックの周知クリアファイル 

目 的：最近の気象災害の激甚化等を踏まえ、多くの外国人県民に防災ハンドブックの周

知を図る 

作成部数：14,700 部 

配 布 先：市町村（戸籍住民担当部署）、地域国際化協会、日本語学校等の関係機関 

 

イ 第４期宮城県多文化共生社会推進計画リーフレット 

目 的：第４期宮城県多文化共生社会推進計画を広く県民に周知する 

作成部数：3,000 部 

配 布 先：市町村、教育委員会、学校等の関係機関 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 多文化共生社会推進審議会運営事業（事業費：３２６,３１２円） 

目 的：前年度に講じた施策や令和５年度多文化共生推進事業について審議を行うとと

もに、令和６年度を計画初年度とする第４期宮城県多文化共生社会推進計画の策

定に係る審議を行う 
 

ア 第１回  

日 時：令和５年５月 31日（水） 〔出席委員：９名〕 

  議 題： (1)令和４年度多文化共生社会の形成の推進に関して講じた施策について 

     (2)令和５年度多文化共生推進事業について 

    (3) 第４期宮城県多文化共生社会推進計画について 

イ 第２回   

日 時：令和５年８月 29日（火） 〔出席委員：７名〕 

    議 題： 第４期宮城県多文化共生社会推進計画（骨子案）について 

  ウ 第３回   

日 時：令和５年 11 月 29 日（水） 〔出席委員：８名〕 

（第４期多文化共生社会推進リーフレット） （クリアファイル） 
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    議 題：第４期宮城県多文化共生社会推進計画（中間案）について 

  エ  第４回   

日 時：令和６年１月 30日（火） 〔出席委員：６名〕 

    議 題：第４期宮城県多文化共生社会推進計画（最終案）について 

④  多文化共生市町村研修会事業（事業費： ０円） 

  目 的：市町村や県職員等を対象として、多文化共生に対する情報共有や施策の促進を

図る 

  テ ー マ：「多言語による相談体制の整備」 

日   時：令和５年 11月 30 日（木） 午後１時 30分から午後３時 30分まで 

   場   所：宮城県自治会館９階 市町村振興協会 第１第２研修室 

   来 場 者 数：２２名 

   内   容 

   ■講  演：仙台出入国在留管理局 審査第二部門 統括審査官 昆 宏之 氏 

         「外国人受入の現状及び共生社会の実現に向けた取組について」 

   ■事例紹介: 

      ・宮城県国際化協会 伊藤 友啓 氏 

「外国人支援通訳サポーター事業等の活用について」 

   ・石巻市復興企画部地域振興課 岡田 桂奈 氏 

      「石巻市外国人相談窓口の設置について」 

     ・蔵王町保健福祉課 菊地 那美 氏 

       「保健師の妊産婦及び新生児訪問における通訳支援の活用について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「言葉の壁」の解消                            

 

 

 

 

① 地域日本語教育体制構築事業（事業費：６,８０９,８００円） 

目 的：外国人が地域で充実した生活を送っていくために必要となる地域の日本語教育

【事業の取組方針】 

「言葉の壁」の解消に向け、多言語化支援を行うとともに、外国人県民等への学習支援を

図る。 

（研修会の様子） 
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体制を、地域の実情にあった形式により県内各地で構築し、外国人個々のニー

ズに沿って日本語を学べる体制を整備する 
 

ア 総合調整会議 

 有識者（１０名）による日本語教育推進施策の協議を実施（２回） 

（ｱ） 第１回 

日 時：令和５年８月４日（金） 〔出席：９名〕 

議 題： (1) 令和５年度地域日本語教育体制構築事業について 

     (2) 第４期宮城県多文化共生社会推進計画における日本語教育に関する 

基本的な方針案について 

（ｲ） 第２回 

日 時：令和６年１月 17日（水） 〔出席：７名〕 

議 題： (1) 令和５年度地域日本語教育体制構築事業について 

       (2) 令和６年度地域日本語教育体制構築事業案について 

       (3) 第４期宮城県多文化共生社会推進計画における日本語教育に関する方針

について 

 

イ 日本語教育の人材育成・体制整備 

（ｱ） 総括コーディネーターの設置 

（公財）宮城県国際化協会 総括マネージャー 大泉貴広 氏 

（ｲ） 地域日本語教育コーディネーターの配置 

宮城県国際化協会日本語講座講師／東北中国帰国者支援・交流センター日本語講師  鈴木英子 氏 

（ｳ） 地域日本語教育コーディネーター派遣 

令和５年度は、既存の日本語講座へ地域日本語教育コーディネーターの派遣を実施し、

日本語学習支援の方法等について研修を実施（計５回） 

a. 国際サークル友好21 

b. 泉日本語サロン 

c. 気仙沼市小さな国際大使館 

d. 角田市日本語講座 

e. 国際交流会ともだちin名取 

（ｴ） 既存講座の学習支援者向け研修 

既存の日本語講座での日本語学習支援を行う者のスキルアップに向けた研修を実施 

a. 日本語ボランティアセミナー 

実施日：令和５年11月11日（土） 

場 所：仙台市戦災復興記念館 

内 容：文化庁「生活Can do」を活用した日本語学習支援活動 

受講者：３３名 

b. ＭＩＡ日本語サポーターオンラインサポート情報交換会 

実施日：令和６年２月２日（金） 

場 所：オンライン開催 

内 容：オンラインサポート経験者による事例紹介・情報交換、ＭＩＡ日本語講座 

講師による助言等 

受講者：７人 

c. ＭＩＡ日本語サポーター ビギナー研修会 

実施日：令和５年８月３日（木）、令和６年２月８日（木） 
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場 所：宮城県国際化協会 

内 容：宮城県の国際化と日本語学習支援活動／外国語としての日本語・やさしい 

日本語／日本語学習教材の紹介 

受講者：延べ２６名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｵ） 新たに立ち上げる日本語講座で活動する支援者の養成 

新たに日本語講座を立ち上げる日本語講座県内２か所で、講座で活動する人材を養成す

るための研修を実施した。 

 

a. 丸 森 町 

実施日：令和５年10月から計４回 

場 所：丸森まちづくりセンター、丸森町役場 

内 容：地域の多文化の現状／外国語としての日本語／やさしい日本語／異文化間 

コミュニケーション／他地域の事例／具体的な活動の進め方等 

受講者：１２名 

b. 蔵 王 町 

実施日：令和５年10月から計３回 

場 所：東北大学川内キャンパス文・法合同研究棟、オンライン 

内 容：（蔵王町国際交流協会及び東北大学文学部日本語教育学研究室と連携） 

外国人労働者について／やさしい日本語／具体的な活動の進め方 

受講者：１５名 

 

（ｶ） 日本語講座のない「空白地域」解消に向けた日本語講座の試験的実施 

a.  丸 森 町 

実施日：令和６年１月から計２回 

場 所：丸森まちづくりセンター 

内 容：テーマに基づいた対話活動 

自己紹介／趣味／欲しいもの／日本で行きたいところ・行ったところ／作文／い

ちばん楽しいこと／自分の国の正月の過ごし方 

受講者：延べ５７名（うち外国人４２名） 

b.  蔵 王 町 

実施日：令和５年10月から計８回 

場 所：オンライン 

内 容：『わたしを つたえる にほんご』(CINGA)を活用した活動 

自己紹介／好きなこと・好きなもの／わたしの１日／蔵王町国際交流協会とのお

（日本語ボランティアセミナーの様子） （コーディネーター派遣の様子） 



7 

話会／よく行くところ・行きたいところ／からだ・健康／これからしたいこと 

受講者：延べ１０２名（うち外国人３９名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｷ） 新規日本語講座の安定運営に向けた支援 

令和４年度に新規立ち上げ支援を行った加美町、岩沼市における日本語講座が安定的に

運営できる体制となるよう企画や運営等に係る支援を行った。 

a. 加 美 町 

実施日：令和５年５月から計２回 

場 所：加美町住民バスセンター 

b. 岩 沼 市 

実施日：令和５年５月から計18回 

場 所：JOCA東北、いわぬま市民交流プラザ 

（ｸ） 地域ネットワーク会議の開催 

県内の日本語学習支援団体同士のネットワーク構築、情報交換の場を提供した。 

実 施 日：令和６年２月 20日（火）午後１時 30分から午後３時 30 分まで 

      場 所：オンライン 

      参加者数：１６名（14 教室） 

 

ウ 日本語教室を拠点とした技能実習生等と地域住民との交流事業 

 住民と在住外国人が地域で顔が見える関係を構築するため、防災をテーマとした研修及び交

流会を実施（２町） 

（ｱ） 丸 森 町 

実施日：令和５年12月10日（日）午後２時から午後４時まで 

場 所：舘矢間まちづくりセンター 

内 容：防災研修（防災・減災の基礎知識／ハザードマップの見方／非常食の試食／ 

災害時に使われる言葉） 

参加者：２６名（うち外国人１４名） 

 

（ｲ） 蔵 王 町 

実施日：令和６年１月14日（日）午前10時から正午まで 

場 所：蔵王町ふるさと文化会館（ございんホール） 

内 容：防災研修（防災・減災の基礎知識／蔵王町における自然災害／災害時に使われる言葉 ） 

参加者：１７名（うち外国人７人） 

 

 

 

（活動の様子） 
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 エ 地域住民等を対象としたやさしい日本語研修 

日本人側のコミュニケーション手段として有効となる「やさしい日本語」研修を実施（３市町） 

（ｱ） 栗 原 市 

実施日：令和５年10月12日（木）午前９時３０分から午前11時まで 

場 所：栗原市役所 

内 容：地域の多文化化の現状／話し言葉のやさしい日本語／書き言葉のやさしい日本語 

参加者：市職員 ２４名 

（ｲ） 白 石 市 

実施日：令和５年12月15日（金）午後３時から午後４時45分まで 

場 所：白石市防災センター 

内 容：地域の多文化化の現状／話し言葉のやさしい日本語／書き言葉のやさしい日本語 

参加者：国際交流協会会員、市職員、学校教員、消防職員 ２６名 

（ｳ） 松 島 町 

実施日：令和６年２月14日（水）午後１時30分から午後３時まで 

場 所：松島町役場 

内 容：地域での多文化の現状／話し言葉のやさしい日本語／書き言葉のやさしい日本語 

参加者：観光事業者、町会議員、一般町民 ２４名 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（研修会の様子） 

（防災研修の様子） 
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② 災害時通訳ボランティア整備事業（事業費：１９２,７２０円） 

目 的：被災地からの要請に応じ速やかに通訳ボランティアを派遣できる体制整備を図る 

ボランティア登録状況：122 名、20 言語（令和５年度末時点） 

 

ア 研修会の開催 

（ｱ） ＭＩＡ外国人支援通訳サポーター・災害時通訳ボランティア合同研修会 

実施日：令和６年２月29日（水）午後２時から午後３時30分まで 

場 所：オンライン 

参加者：１７名（うち災害時通訳ボランティア登録者１３名） 

内 容：在留外国人の現状、今年度 MIA 外国人支援通訳サポーター稼働実績について 

        HIV の基礎知識、在留外国人の HIV 感染状況について 

（ｲ） 災害時通訳ボランティア公開研修会 

実施日：令和６年３月９日（土）午後２時45分から午後４時15分まで 

場 所：仙台国際センター展示棟 会議室3-B 

参加者：３６名（うち災害時通訳ボランティア登録者６名） 

内 容：・在留外国人の現状と災害時の外国人及びその支援の課題 

・日本語学校職員、石巻市外国人相談窓口相談員による事例紹介 

        ・宮城県、仙台市における多文化防災の取組紹介など 

 

 イ 派遣フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 多言語情報発信強化事業【コロナ対応】（事業費：４００,０００円） 

目 的：外国人向けに様々な情報を発信しているＭＩＡのホームページ及び宮城県

ホームページの新型コロナウイルス感染症サイトにて多言語による情報発

信を行い、コロナ禍における不安解消を図る 

  実 績：多言語による情報発信 ９件 
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（３）「生活の壁」の解消                            

 

 

 

 

 

① みやぎ外国人相談センター設置事業（事業費：５,５４５,８３３円） 

目 的：外国人県民やその家族から寄せられた相談に対して、必要な情報提供や専門窓

口の紹介など問題解決に向けたアドバイスを行い、外国人県民の不安解消、問題

解決を図る 

ア 相談センター相談員の対応言語 

日本語、英語、中国語、韓国語、タガログ語、インドネシア語、ベトナム語、ネパール語 

   ※ 相談員の勤務日以外に上記言語での相談があった場合は、外部多言語コールセンターに 

     より随時対応 

イ 外部多言語コールセンター（「トリオフォン」機能を付加した電話機対応）の対応言語 

   相談センター相談員の対応言語の他、ポルトガル語、ロシア語、スペイン語、タイ語、ヒ 

   ンディー語 

ウ 相談対応件数  ２９５件 

エ 男女構成比   女性１３１件（４４％）、男性１６４件（５６％） 

オ 相談手段     電話２４９件（８４％）、来所２６件（９％）、その他２０件（７％） 

 

 

 

【事業の取組方針】 

「生活の壁」の解消に向け、外国人県民等のサポートを行うとともに、活躍の支援を

図る。 

県ホームページ（新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴う情報） 
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② 新型コロナウイルス感染症に関する受診情報センター及びワクチン副反応相談セ

ンターの多言語対応【コロナ対応】（事業費：２,５０８,０００円） 

目 的：県が設置している新型コロナウイルス感染症に関する受診情報センター及びワ

クチン副反応相談センター（コールセンター）について、外国人県民からの相

談があった場合、相談者、コールセンター及び通訳オペレータによる３者間通

話により多言語相談ができる体制を整備することで、コロナ禍における外国人

県民の不安解消を図る 

 

ア 対応言語  １２言語 

イ 応対時間  ２４時間３６５日（英語・中国語・韓国語・スペイン語・ポルトガル語） 

           平日 8:30～18:00（タイ語・ネパール語・ベトナム語・ロシア語・ 

                             タガログ語・インドネシア語・ヒンディー語） 

ウ 実    績   多言語コールセンター利用件数    ２１件 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  技能実習生等との共生の地域づくり推進事業（事業費：１０,９１９円） 

３者間通話イメージ 
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目 的：技能実習生等との外国人住民と地域住民との地域づくりの取組を支援し、地域

における技能実習生等の受入環境づくりを推進する 

日 時：令和６年２月１２日（月） 

場 所：亘理町公民館 

参 加 者 数：１５名 

内 容：バレンタインカード作りと世界の文化紹介 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

④  外国人材マッチング支援事業（事業費：２１,３５７,２４０円） 

目 的：県内企業における外国人材の受入の整備を総合的に支援し、外国人材の採用・

活用を図る 

ア 「外国人材バンク」及び「企業バンク」の形成 

登録数：外国人材バンク 1,770 名、企業バンク 407 社 

イ 企業相談窓口の運営（相談件数 41 件） 

ウ 外国人材向けセミナーの実施（オンデマンド配信全５回、視聴数計：1,351 回） 

エ 企業向けセミナーの実施（オンデマンド配信全２回、視聴数計：317 回） 

オ 教育機関・企業向け出張セミナーの実施（全 13 回） 

カ 合同企業説明会の実施（対面とオンラインで全２回：参加留学生等 188 名、参加企業 40 社）  

キ 留学生による企業訪問ツアーの実施（対面で全３回：参加留学生等 30名、参加企業９社） 

ク 企業と外国人の交流会の実施(対面で全２回：参加留学生等 24 名、参加企業 20 社） 

ケ 外国人材活用モデル企業の選定・広報（モデル企業５社選定） 

コ 中長期インターンシップ補助金（インターン生 4名、受入企業 4社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（合同企業説明会の様子） （企業訪問ツアーの様子） 
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⑤ 外国人材高度化転換支援事業（事業費：５,６１７,６００円） 

目 的：県内企業への就労を前提とした特定技能への転換を支援することで、人手

不足の解消と人材流出対策に繋げる 

 

ア 外国人材高度化転換補助金 

在留資格申請サポート、登録支援期間への委託料補助、日本語学習支援補助等を実

施した。（申請実績：１社） 

イ 外国人材活用・定着オンラインセミナーの開催（全３回：参加企業延べ 65社） 

ウ 技能実習生 Thanks Party 

   技能実習生同士の交流の場の創出を目的とし、Thanks Party を開催した。 

（全２回：参加技能実習生 計 327 名） 

 

 

（技能実習生 Thanks Party の様子） 

（モデル企業の取組紹介） 
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２ 宮城県多文化共生社会推進計画の評価指標における進捗状況 
 

評価指標１ 多文化共生啓発事業を実施している市町村数 

■指標説明 

市町村が実施する啓発関連イベントのほか，関係部署・関係者との会議の開催を含む 

■目標値 Ｒ５：３５市町村 

【考え方】 

 最終的にはすべての市町村による実施が望ましいことから，県内３５市町村を目標に 

  設定 

 

■進捗状況 Ｒ５：１８市町村  

【実施市町村（１８市町村）】 

仙台市、石巻市、気仙沼市、白石市、名取市、角田市、多賀城市、岩沼市、登米市、

栗原市、大崎市、蔵王町、丸森町、亘理町、七ヶ浜町、大郷町、加美町、南三陸町 

 

評価指標２ 多文化共生に関する説明会等に参加した県民の数 

■指標説明 

町内会，民生委員など地域の推進役に対する各種研修会等での多文化共生に関する説明， 

情報提供などに参加した県民の数 

■目標値 Ｒ５：２，３００人 

【考え方】 

  年１０％の増加を見込んだ数 

■進捗状況 １，７４８人 

（Ｒ１：４４１人、Ｒ２：１１９人、Ｒ３：２１２人、Ｒ４：５０１人、Ｒ５：４７５人） 

【結果】 

 Ｒ５年度参加人数：４７５人 
 

【内訳】 

・仙台市： 

①「市政出前講座（やさしい日本語講座）」（3件／参加者 137 人） 

 ②「多文化共生講座」（4件／参加者 93 人） 

・多賀城市「国際理解講座」（参加者 25人） 

・名取市：「国際交流ボランティア研修会」 （参加者 39 人） 

・大崎市：「多文化共生シンポジウム in おおさき」（参加者 107 人） 

・宮城県 

① 「多文化共生シンポジウム in おおさき」（参加者 107 人）【再掲】 

② 「やさしい日本語研修」（参加者 74人） 

 

評価指標３ 多言語による生活情報の提供実施市町村数 

■指標説明 

   生活に関する情報を日本語以外の言語で提供している県内の市町村の数 
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■目標値 Ｒ５：３５市町村 

【考え方】 

 最終的にはすべての市町村による実施が望ましいことから，県内３５市町村を目標に 

  設定 

■進捗状況 Ｒ５：３５市町村  

【実施市町村】 

県下全３５市町村で実施 

 

評価指標４ 日本語講座など日本語学習支援及び関連する取組を実施している市町村数 

■指標説明  

日本語講座や日本語教室の開設に加え，その他の日本語学習支援や関連する取組を含む 

■目標値 Ｒ５：３５市町村 

【考え方】 

 最終的にはすべての市町村による実施が望ましいことから，県内３５市町村を目標に 

  設定 

■進捗状況 Ｒ５：１５市町村 

【実施市町村】 

仙台市、石巻市、塩竈市 、気仙沼市、名取市、角田市、岩沼市、登米市、大崎市、

蔵王町、川崎町、丸森町、亘理町、加美町、美里町 

 

※Ｒ４から３町（蔵王町、川崎町、丸森町）増加 

 

評価指標５ 外国人相談対応体制を整備している市町村数 

■指標説明 

他団体等と連携して外国人相談に対応できる体制を整備している場合も含む。 

■目標値 Ｒ５：１５市町村 

【考え方】 

  前計画の目標値の１．５倍 

■進捗状況 Ｒ５：１６市町村 

【実施市町村】 

仙台市、石巻市、気仙沼市、名取市、角田市、多賀城市、岩沼市、登米市、大崎市、 

富谷市、七ヶ宿町、川崎町、丸森町、七ヶ浜町、加美町、涌谷町 

 

※Ｒ４から３市町（多賀城市、七ヶ宿町、丸森町）増加 

 

評価指標６（ⅰ） 技能実習を除く外国人雇用者数（厚生労働省調べ）【各年１０月末現在】 

     （ⅱ） 外国人就労支援セミナ－等の参加事業所数 

■指標説明 

   （ⅰ）技能実習を除いた外国人雇用者の数 

   （ⅱ）Ｒ元年度からＲ５年度までの合計事業所数 

■目標値 （ⅰ）Ｒ５：１２，０００人 

（ⅱ）Ｒ５：１，５００事業所 
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【考え方】 

  （ⅰ）Ｈ２６からＨ２９までの平均増加率による増加見込み 

 （ⅱ）年１０％の増加を見込んだ数 

■進捗状況 

 （ⅰ）Ｒ５：１１，７１１人  

【結 果】 

前年度（１０，９０７人）から外国人雇用者数は８０４人増加した。 

 （前年度増加率７．４％） 

  （ⅱ）８３１事業所 

（Ｒ１：３７８事業所，Ｒ２：１７２事業所，Ｒ３：６７事業所，Ｒ４：８０事業所） 

【結 果】 

Ｒ５年度参加事業所数：１３４事業所 

【内 訳】 

 ・宮城県外国人材マッチング支援事業 

 （合同企業説明会：40事業所、企業訪問ツアー：9事業所、交流会：20事業所） 

  ・外国人材高度化転換支援事業 

 （外国人材活用・定着オンラインセミナー：65事業） 

 

 

 評価指標７ 文化・習慣等の相互理解の促進に係る取組の参加者数 

■指標説明 

Ｒ元年度からＲ５年度までの合計人数 

■目標値  Ｒ５：３，５００人 

【考え方】 

  年１０％の増加を見込んだ数 

■進捗状況  ５，８０５人 

（Ｒ１：１，９２６人、Ｒ２：６９１人、Ｒ３：６０９人、Ｒ４：１，０８９人） 

【結 果】 

 Ｒ５年度は、１，４９０人の参加。 

【内 訳】 

 石巻市：「多文化共生推進事業「じゃぱ needs 塾」(120 人) 

 塩竃市：「塩竈市中学生国際交流研修事業」(8 人) 

 気仙沼市：「気仙沼インドネシア交流事業(231 人) 

 白石市：①「国際理解を深める講演会(30 人) 

    ②「料理を通して世界を知る会(20 人) 

 名取市：「名取市多文化共生交流会」(全 4回／延 102 人) 

 多賀城市：「国際交流まつり」(60 人) 

 岩沼市：「ございん IWANUMA ワールドフェス」「IWANUMA フレンドリーマッチ」(不明) 

 登米市：「夏・秋の国際交流会」「登米市国際まつり」(延 259 人) 

 栗原市：「国際交流フェスティバル」「食の国際交流」(不明) 

 大崎市：「おおさき多文化共生シンポジウム＆第 12 回国際交流フェスティバル」 （107 人） 

 蔵王町：「日本文化交流会」(31 人) 
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    「世界の料理教室」(27 人) 

    「蔵王の秋を楽しみ会」(30 人) 

    「国際理解教室」(64 人) 

    「蔵王冬のスノーシューハイキング＆陶芸教室」(43 人) 

 亘理町：「バレンタインカード作りと世界の文化紹介」「いちご狩り・交流会」 

「亘理万博でのブース設置」「世界の料理教室」 

 松島町：「交流バーベキュー」(40 人) 

「世界のワインの夕べ」(40 人) 

 加美町：「秋のスポーツイベントパークゴルフ体験会」(27 人) 

 涌谷町：「海外料理教室」(10 人) 

 美里町：①「2023 国際交流オータムフェア」(150 人) 

②「美里町みやぎのふるさとふれあい事業」(16 人) 

 南三陸町：「南三陸町産業フェア出店」(20 人) 

 Ｍ Ｉ Ａ：「みやぎのふるさとふれあい事業」(55人) 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度多文化共生社会の形成の推進に関して講じた施策 

（多文化共生社会の形成の推進に関する条例第２１条に基づく報告） 

 

令和６年５月 
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